
別記様式第１号

合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業
（木材加工流通施設等整備）実施計画書

　　　　　　　　　　　メニュー：

　　　　　　　　　　　事業種目：

番　　　　　号

　　年　　月　　日

新潟県知事　様

申　請　者　　　　　　　　　

住　　　所　　　　　　　　　

氏名(名称) 　　　　　　　   
合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（木材加工流通施
設等整備）実施計画（変更）承認申請書

　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（木材加工流通施設等整備）を実施したいので、合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（木材加工流通施設等整備）実施要領第４の規定に基づき、下記のとおり実施計画書を提出します。

記

１　事業実施計画書　別添のとおり
別記様式第１号の２

	

	
	作成年度
	　　年度
	

	
	
	

	合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業
（木材加工流通施設等整備）（変更）計画書
　　　　　　　　　メニュー：

　　　　　　　　　事業種目：


　　　　　　　　　事業実施主体：

　　　　　　　　　※代表者を置く場合は代表者名



	


別記様式第１号の３

１ 事業の目的

	※（機械・施設等整備の必要性を県が定める目標値への貢献、施設個々に設定する個別指標の目標値の達成の観点等から記述。）

	


２　体質強化・花粉削減計画の指標における目標値（当該施設ごと）
	メニュー
	指　標
	現状値
	目標値

	
	
	数値
	単位
	年度
	１年目
(　年度)
	２年目
(　年度)
	目標年度
(　年度)
	伸び率
(％)

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※国実施要領別表３「指標のガイドライン」に基づき記載する。
３　個別指標「木材利用量」（事業実施主体ごと）
	メニュー
	指　標
	現状値
	目標値

	
	
	数値
	単位
	年度
	１年目
(　年度)
	２年目
(　年度)
	目標年度
(　年度)
	伸び率
(％)

	
	
	
	
	
	
	
	
	


※国実施要領別表３「指標のガイドライン」に基づき記載する。

４　採択基準「地域材利用量の増加率」（事業実施主体ごと）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	採択基準
	単位
	現状値
	目標値

	
	
	数値
	単位
	年度
	１年目
(　年度)
	２年目
(　年度)
	目標年度
(　年度)
	伸び率
(％)

	地域材利用量（原木換算）
	㎥
	
	
	
	
	
	
	


５　採択基準「木材製品の製造、加工、流通を行う事業者等との連携」
	連携する事業者
	地域材利用に関する連携した取組内容

	
	


※行は適宜追加すること

※連携した地域材利用計画のフロー図（任意様式）を添付すること
【参考】本県の目標数値（県の４年間の伸び率の３箇年相当分）
	事業種目又は工種
	伸び率
	備　考

	木材処理加工施設整備

木材集出荷販売施設整備

ストックヤード整備
森林バイオマス等再利用促進施設整備
	27.5％
	新潟県総合計画及び「にいがたＡＦＦリーディングプラン（新潟県農林水産業施策推進計画）」における達成目標（成果指標）の年度別内訳に基づき設定。


【参考：１日当り原木処理量の全国平均】（大規模・高効率）
	区分
	年次
	年間原木
消費量

(千㎥)
	工場数
	１工場当りの年間原木消費量

(千㎥/工場)
	工場１日当りの

原木消費量

(㎥/工場・日)
	平均日当り

原木消費量

(㎥/工場・日)
	平均値２割増の日当り原木消費量

(㎥/工場・日)

	製材工場
	R6
	14,273
	3,547
	4.0
	13.3
	13.5
	16.2

	
	R5
	15,334
	3,749
	4.1
	13.7
	
	

	合板工場
	R6
	4,121
	154
	26.8
	89.3
	89.3
	107.2

	
	R5
	4,388
	164
	26.8
	89.3
	
	


　※年間稼働日数を300日として１日当たりの原木消費量を推計
出典：農林水産省「木材需給報告書」
集成材工場、プレカット工場は、製材工場を準用
【参考：労働生産性の全国平均、平均増加率】（低コスト、品目転換）
	区分
	統計年
	低コスト：物的生産性（年次）
	品目転換：付加価値生産性（年度）


	
	
	製品生産量

(千㎥)
	従業員数

（人）
	労働生産性

(㎥/人)
	平均値

(R4,R5)
	伸び率

(R4,R5/R1,R2)
	従業者数

(人)
	付加価値額

（百万円）
	労働生産性

（百万円/人）
	平均値

(R4,R5)
	伸び率

(R4,R5/R1,R2)

	製材工場
	R5
	8,184
	26,645
	307.1
	318.4
	0.0％
	26,645
	252,293
	9.47
	10.91
	25.5％

	
	R4
	8,738
	26,501
	329.7
	
	
	26,501
	327,322
	12.35
	
	

	
	R3
	9,035
	27,377
	330.0
	
	
	27,377
	254,124
	9.28
	
	

	
	R2
	8,135
	25,570
	318.1
	
	
	25,570
	234,829
	9.18
	
	

	
	R1
	9,175
	25,589
	358.6
	
	
	25,589
	209,790
	8.20
	
	

	合板工場
	R5
	3,037
	7,268
	417.9
	429.0
	0.0％
	7,268
	133,195
	18.33
	21.07
	61.2％

	
	R4
	3,563
	8,095
	440.1
	
	
	8,095
	192,726
	23.81
	
	

	
	R3
	3,701
	7,867
	470.4
	
	
	7,867
	126,189
	16.04
	
	

	
	R2
	3,499
	7,571
	462.2
	
	
	7,571
	104,028
	13.74
	
	

	
	R1
	3,888
	8,510
	456.9
	
	
	8,510
	105,530
	12.40
	
	


※出典：製品生産量は、農林水産省「木材需給報告書」、従業員数及び付加価値額は、経済産業省「経済構造実態調査」
集成材工場、プレカット工場は、製材工場を準用
【参考：付加価値率の全国平均】（大規模・高効率化、低コスト、品目転換、高付加価値化）

	区分
	年次
	製造品出荷額
(A)

(百万円)
	原材料使用額

(B)

（百万円）
	付加価値率
((A)-(B))/(B)

（％）
	平均付加価値率
（％）

	製材工場
	R5
	782,376
	487,928
	60.3％
	63.2％

	
	R4
	887,646
	534,637
	66.0％
	

	合板工場
	R5
	377,925
	221,715
	70.5％
	73.3％

	
	R4
	496,043
	281,648
	76.1％
	


※出典：経済産業省「経済構造実態調査」
集成材工場、プレカット工場は、製材工場を準用
別記様式第１号の４

５ 個別の機械・施設等の内容

	メニュー
	事業種目
	実　施

市町村
	事業実施主体
	工種又は

施設区分
	事業費

（千円）
	交付金

（国費）

（千円）
	費用対効果

分 析 結 果
	受益

個数
	備　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


１ 国実施要領別表１の該当メニュー、事業種目、工種類又は区分①～④（必要に応じて具体名を併せて記載）及び数量を記載すること。
２ 実施市町村は、施設等整備を予定している市町村名を記載すること。
３ 事業実施主体ごとに計、メニューごとに合計及び全ての計を総計に記載すること。
４ 交付対象物件を担保にし、自己資金の全部又は一部について国の融資制度を受ける場合には、備考欄に「融資該当有」と記載すること。
　※行については適宜加除のこと。

別記様式第１号の５

６　機械・施設等の導入計画

事業における契約数一覧（事業に係る契約全てについて記載する）

	機械・施設・工種等
	事業費（千円）
	承認申請時に、メーカー・機種を決定する
場合はその理由
	契約方法
	指名競争入札、随意契約の場合は
その理由

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計事業費
	
	
	
	


※契約方法については、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の別を記載する。

添付資料

１　概要書
　  ①　事業実施主体の位置図

②　現状と課題

③　事業導入の経緯及び動機

④　事業実施主体の概要（会社概要、これまでの実績、組織体制、雇用計画等）

⑤　ＪＡＳ等認定取得状況

⑥　木材製造高度化計画認定取得状況（公共建築物に部材提供を予定する事業実施主体）
⑦　事業内容
⑧　事業計画概要図（工場位置図、機械施設配置図）

⑨　建物面積計算書（平面図、断面図、構造図等）
⑩　事業実施スケジュール（年間工程表）
⑪　既存施設・機械一覧、補助事業実績一覧

⑫　既存施設と導入する施設の関係

⑬　事業導入後の方向性

⑭　事業関係者との調整内容、意見

２　事業実施の基本方針（地域材の利用計画）
　　①　原材料の調達計画
（調達ルート図、仕入計画）

②　木材安定取引協定等の写し（原則概ね５年）

　　③　生産計画（製品生産計画等）
　　④　販売実績及び計画
（販売先、製材品の販売先別数量・割合、ＪＡＳ製品格付率）

　　⑤　導入施設の能力、規模、（機種）の決定根拠
（生産計画と導入施設能力の妥当性、メーカーカタログ、参考見積書、設計書等）

　　⑥　作業フロー図比較表（現状と計画）
    ⑦　当該事業で整備した施設で生産される木材製品の輸出に向けた検討内容
（高度加工処理施設整備又は輸出の意向がある場合のみ）
３　その他資料
　　①　決算報告書（直近３期分）
　　②　定款
③　法人登記簿謄本
④　経営診断結果（事業費概ね5000万円以上）
⑤　「農林水産業・食品産業の作業安全のための規範（個別規範：【木材産業】）（【事業者向け】又は【事業者団体向け】）チェックシート」
⑥　「環境負担低減チェックシート（林業事業者等向け）」又は「環境負担低減チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）」
⑦　労働安全コンサルタント等の専門家の診断書
（事業実施計画書提出時に未実施の場合は、事業実施翌年度までに実施し提出）
　　⑧　収支計画：損益計算書及び貸借対照表（10年間程度）
　　⑨　資金調達計画

　　⑩　償還計画（融資を受ける場合）
　　⑪　計画地の現況写真（計画地を明示）
　　⑫　計画地地番の公図

　　⑬　計画地地番の土地登記簿謄本

⑭　固定資産管理規程

⑮　事業導入を決定した臨時総会、役員会等の議事録

⑯　各指標の算出根拠

⑰　費用対効果分析結果報告書
⑱　その他

	事業実施主体の消費税等納税対応状況確認表

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	事業実施主体
	確　認
	交付金
	消費税
報告

	
	該当する
	
	

	
	欄に○
	
	

	課税業者
	市町村等、簡易課税業者、免税業者以外の事業者
	　
	税抜
	不要

	市町村等
	地方公共団体又は消費税法第60条第４項に該当する人格のない社団等が事業実施主体であるもの
	　
	税込
	不要

	簡易課税業者
	消費税法第37条第１項の規定に基づく届出書を提出した事業者
	　
	税込
	※

	免税業者
	消費税法第９条第１項の規定に該当する事業者
	　
	税込
	※

	
	
	
	
	

	※　実績報告後、消費税の申告により仕入税額控除の対象となる消費税相当額が明らかになる場合には、県交付金交付要綱に定める報告が必要。


別記様式第２号

合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業
（木材加工流通施設等整備）工事着手報告書

　　　　　　　　　　メニュー：

　　　　　　　　　　事業種目：

番　　　　　号

　　年　　月　　日

 新潟県知事　様

申　請　者　　　　　　　　　

住　　　所　　　　　　　　　

氏名(名称) 　　　　　 　　　
　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付金交付決定のあった　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（木材加工流通施設等整備）の下記事業に着手したので報告します。

記

	施工箇所
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	
	施工方法
	直営、請負の別

	
	契約者氏名

（会社名等）


	住所

商号

代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	 摘　　要


	 設計書番号

 認定事業費　　　　　　　　　　円

	
	


（添付書類）　請負契約書写し、入札経過書、着手届の写し、工程表の写し

別記様式第３号

合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業
（木材加工流通施設等整備）工事完了報告書

　　　　　　　　　　メニュー：

　　　　　　　　　　事業種目：

番　　　　　号

　　年　　月　　日

 新潟県知事　様

申　請　者　　　　　　　　　

住　　　所　　　　　　　　　

氏名(名称) 　　　　　　　 　

　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で交付金交付決定のあった　　年度合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策事業（木材加工流通施設等整備）について、下記事業が完了したので報告します。
記
	施工箇所
	

	着手年月日
	

	完了予定年月日
	

	
	施工方法
	直営、請負の別

	
	契約者氏名

（会社名等）


	住所

商号

代表者氏名

	
	契約金額
	

	
	工事内容
	

	 摘　　要


	 設計書番号

 認定事業費　　　　　　　　　　円

	
	


（添付書類）

　　出来高設計書

　　工事施工前写真

　　工事完了写真

　　事業実施主体による検査調書（市町村工事の場合は工事引取検査調書の写し）
「環境負担低減チェックシート（林業事業者等向け）」又は「環境負担低減チェックシート（その他民間事業者・自治体等向け）」










